
令和４年度第１回相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議 

 

日 時：令和４年８月２５日（木）  

      １４時２０分～１５時１５分 

     会 場：第１特別会議室      

 

１ 開会 

 

２ 議題 

（１）少子化対策検討会議における取組の方向性について 

（２）雇用促進対策検討会議におけるこれまでの検討状況について 

（３）中山間地域対策検討会議におけるこれまでの検討状況について 

 

３ 閉会 

 
 
 
 



【概要】平成２６年１１月にまち・ひと・しごと創生法が施行され、地方版総合戦略及び地方人口ビジョンの策定が努力義務となったことを受け、地方版総合戦略等
の策定に関する事項を審議するため、平成２７年５月に設置した。
その後、令和３年６月に設置要綱の改正を行い、地方版総合戦略等の推進に向けた取り組みを開始した。

【経過】
平成２７年度 第１～３回 総合戦略策定方針、総合戦略、人口ビジョン案確定等
令和 ３年６月 第４回 設置要綱改正、検討会議設置
令和 ３年11月 第５回 総合計画推進プログラム基幹事業案の決定
令和 ４年４月 少子化対策及び中山間地域対策を担任する担当部長を配置

◆ 地方創生関連交付金の活用
◆ 企業版ふるさと納税制度の活用
◆ 総合計画推進プログラムにおける地方創生としての基幹事業の設定

相模原市まち・ひと・しごと創生本部について

相模原市まち・ひと・しごと
創生本部会議

役
割

地方版総合戦略の推進に関する
事項を審議

本 部 長：市長
副本部長：副市長、教育長
本 部 員：理事、局・区長

検討会議

役
割

具体的な検討・調整
※必要に応じて本部長が設置

座 長：本部長が指名
構成員：座長が別に定める

下部組織

＜会議における審議事項＞

少子化対策
検討会議

座長：総合政策・少
子化対策担当部長

雇用促進対策
検討会議

座長：産業・雇用対策
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中山間地域対策
検討会議

座長：基地対策・中山
間地域対策担当部長

下部組織
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組織体制（Ｒ４）
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少子化対策検討会議について

市まち・ひと・しごと創生本部会議の少子化対策検討会議におけるこれまでの検討状況等について報告するとともに、少子化対策の
「取組の方向性」について審議いただくもの。
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趣 旨

○総合政策・少子化対策担当部長を座長とし、今年度に課長級での検討会議を３回、担当者でのワーキングを５回開催。
○本検討会議では、内閣府が示す「少子化対策地域評価ツール※」に加え、市民アンケートの結果を分析し、その分析結果を踏まえて

検討会議において「取組の方向性」を決定。
○本市の「取組の方向性」について、有識者からアドバイスをいただくとともに、市民や市内企業へのアンケートを実施。
○現在は、「取組の方向性」に基づき、ワーキングにおいて具体的な事業を検討中（アドバイスやアンケートの結果も反映）。
○立案した事業をもとに地方創生関連交付金の活用について、国・県との調整を実施（９月頃から調整開始）。

検討状況（概要）

○評価ツールについては、「県内市町村」「指定都市」「子育てしやすい街※」の３つのカテゴリーでそれぞれ分析し、本市の現状を見える化。
○分析する指標の数値については、国勢調査の結果をはじめ、総務省統計局の統計データを中心に活用。
○3つのカテゴリー比較において、すべて平均以上であった指標を「強み」、すべて平均以下であった指標を「弱み」として認識。

分析の方法等

※少子化対策地域評価ツールとは、少子化対策を強力に推進するため、客観的指標の分析結果により地域の強み・課題を分析し、
地域特性の見える化や具体的な取り組みの検討等を行うことを目的として国が整備したツールをいう。

※子育てしやすい街とは、日経xwoman、日本経済新聞社が各自治体への独自調査の結果をもとに評価し、毎年ランキング化
するものの中から上位５位までの自治体を抽出したほか、流山市、町田市、八王子市を追加。
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○合計特殊出生率は、全国的にも過去最低であった平成17年の1.12から上昇傾向にあったものの、近年は減少傾向に転じ、令和元年は1.17となって
いる。
○出生数は、ここ数年、減少傾向が続いており、令和元年は4,594人となっている。

現状等

本市の少子化の現状について

出典：相模原市は神奈川県衛生統計年報（令和2年は現時点で未公表）、神奈川県・全国は厚生労働省人口動態調査
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県内市町村比較

指定都市比較

子育てしやすい街比較

強み
弱み

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について
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分野 指標

①
賑
わ
い
・
生
活
環
境

大型小売店数（人口1万人当たり）

人口1万人当たり医薬品・化粧品小売り業事業所数

人口1万人当たり飲食店事業所数

人口1万人当たり娯楽業事業所数

コンビニ店舗数（人口１万人当たり）⇒市町村別の統一的な数値取得が困難

自然公園面積（人口比） ⇒市町村別の統一的な数値取得が困難

人口１万人当たり社会教育施設数 ⇒生涯学習の機会を見る指標として追加

15-18歳人口1万人あたりの全日制・定時制高校の学校数

都市公園等の面積（人口比）

②
家
族
・

住
環
境

持ち家世帯率（世帯主15-64歳）

住宅延べ面積（100㎡以上の割合）

一戸建て比率（全世帯）

地価変動率（住宅地）⇒住宅地のポテンシャルを見る指標として追加

３世代同居率（一般世帯数に占める３世代世帯の比率）

③
地
域
・

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

身近にいる子ども数（0-17歳人口密度）

子供健全育成NPO数（0-17歳人口1万人あたり）

消防団団員数（人口1,000人当たり）⇒市町村別の統一的な数値取得が困難

刑法犯認知件数（人口1,000人当たり）

④
医
療
・

保
健
環
境

保健師数（人口１万人当たり）

産婦人科医師数（主たる診療科）20-44歳女性人口1万人当たり

小児科医師数（主たる診療科）0-9歳児人口1万人当たり

分野 指標

⑤
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス

地域子育て支援拠点数（0-2歳人口1万人当たり）

障害児入所施設、児童発達支援センターの施設数（0-17歳人
口1万人あたり）

0-12歳人口1万人あたりファミリーサポートセンター数
⇒人口規模によらずセンター数が１の自治体が多く、有効な偏差値が得づらい

認定こども園数（0-5歳人口1万人当たり）⇒保育の質を見る指標として追加

放課後児童クラブ登録児童割合（小学校児童数当たり）

待機児童数（0-5歳人口1000人当たり）

保育所等利用児童割合（0-5歳人口比）

⑥
働
き
方
・

男
女
共
同
参
画

通勤時間（家計を主に支える者、中位数）

女性労働力率（20-44歳）

女性第３次産業従事者割合（20-44歳）

管理的職業従事者に占める女性の割合

市町村議会議員に占める女性の割合

防災会議の構成員に占める女性の割合

くるみん認定企業割合（資本金５千万円を超える企業数比）

⑦
経
済
・
雇
用

昼夜間人口比

課税対象所得（納税義務者1人当たり）

男女別正規雇用者比率（男性）

男女別正規雇用者比率（女性）

完全失業率（20-44歳）

国が示している分野別の指標について、以下のとおり整理し、分析を行った。

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について
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地域・コミュニ

ティ
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家族・住生活

地域・コミュニ

ティ

医療・保健環境
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サービス

働き方・男女共

同参画

経済・雇用

県下市町村平均

相模原市

分野別平均偏差値
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県内市町村比較

指定都市比較

子育てしやすい街比較

弱み
強み

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について
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43.6 

44.4 

46.3 

38.4 

37.5 

大型小売店数

（人口1万人当

たり）

人口1万人当た

り医薬品・化粧

品小売り業事業

所数

人口1万人当た

り飲食店事業所

数

人口1万人当た

り娯楽業事業所

数

人口1万人当た
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数

15-18歳人口1
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日制・定時制高
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40.6 

40.2 

38.6 
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39.1 
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口1万人当たり）
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人口1万人当たり

娯楽業事業所数
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医薬品・化粧品小
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人口1万人当たり

飲食店事業所数
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①賑わい・生活環境
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県内市町村比較

指定都市比較
子育てしやすい街比較

弱み

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について
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持ち家世帯率（世

帯主15-64歳）
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（100㎡以上の
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一戸建て比率（全

世帯）

地価変動率

（住宅地）
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般世帯数に占め

る３世代世帯の

比率）

政令市平均

相模原市

53.5 

44.2 

49.9 

51.2 

47.8 

持ち家世帯率（世帯

主15-64歳）

住宅延べ面積

（100㎡以上の割
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一戸建て比率（全世

帯）

地価変動率

（住宅地）

３世代同居率（一般

世帯数に占める３

世代世帯の比率）

平均
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般世帯数に占め

る３世代世帯の

比率）

県下市町村平均

相模原市

②家族・住生活
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県内市町村比較

指定都市比較

子育てしやすい街比較

弱み

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について



③地域・コミュニティ
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県内市町村比較

指定都市比較

子育てしやすい街比較

弱み

49.1 

45.1 

57.2 

身近にいる子ども

数（0-17歳人口

密度）

0-17歳人口1万

人あたりの子供健

全育成NPO数

刑法犯認知件数

（人口1,000人当

たり）

政令市平均

相模原市

53.7 

46.4 

48.4 

身近にいる子ども

数（0-17歳人口密

度）

子供健全育成

NPO数（0-17歳

人口1万人あたり）

刑法犯認知件数

（人口1,000人当

たり）

県下市町村平均

相模原市

49.3 

43.0 

38.5 

身近にいる子ど

も数（0-17歳人

口密度）

0-17歳人口1

万人あたりの子

供健全育成

NPO数

刑法犯認知件数

（人口1,000人

当たり）

平均

相模原市

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について



④医療・保健環境
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県内市町村比較

指定都市比較

子育てしやすい街比較

49.6 

45.8 

51.2 

保健師数（人口１

万人当たり）

20-44歳女性

人口1万人当た

り産婦人科医師

数（主たる診療

科）

0-9歳児人口1

万人当たり小児

科医師数（主た

る診療科）

平均

相模原市

46.2 

52.2 

56.3 

保健師数（人口１

万人当たり）

産婦人科医師数

（主たる診療科）

20-44歳女性

人口1万人当た

り

小児科医師数

（主たる診療科）

0-9歳児人口1

万人当たり

県下市町村平均

相模原市

52.7 

37.5 

41.4 

保健師数（人口１

万人当たり）

産婦人科医師数

（主たる診療科）

20-44歳女性

人口1万人当た

り

小児科医師数

（主たる診療科）

0-9歳児人口1

万人当たり

政令市平均

相模原市

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について



46.9 

54.2 

59.7 

45.5 

52.9 

43.6 

0-2歳人口1万人当た

り地域子育て支援拠

点数

0-17歳人口1万人あ

たり障害児入所施設、

児童発達支援センター

の施設数

認定こども園数（0-5

歳人口１万人当たり）

放課後児童クラブ登録

児童割合（小学校児童

数当たり）

0-5歳人口1000人

当たり待機児童数

保育所等利用児童割

合（0-5歳人口比）

平均

相模原市

47.5 

52.6 

59.2 

51.7 

49.9 

48.6 

地域子育て支援拠点数

（0-2歳人口1万人当た

り）

障害児入所施設、児童発

達支援センターの施設

数（0-17歳人口1万人

あたり）

認定こども園数（0-5歳

人口1万人あたり）

放課後児童クラブ登録

児童割合（小学校児童数

当たり）

保育所等待機児童数

（0-5歳人口1000人当

たり）

保育所等利用児童割合

（0-5歳人口比）

政令市平均

相模原市

47.2 
53.1 

56.1 

57.0 

57.4 

55.0 

地域子育て支援拠点

数（0-2歳人口1万人

当たり）

障害児入所施設、児

童発達支援センター

の施設数（0-17歳人

口1万人あたり）

認定こども園数（0-5

歳人口1万人当たり）

放課後児童クラブ登

録児童割合（小学校児
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待機児童数（0-5歳人

口1000人当たり）

保育所等利用児童割

合（0-5歳人口比）

県下市町村平均

相模原市

⑤子育て支援サービス

11

県内市町村比較

指定都市比較

子育てしやすい街比較

弱み
強み

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について



⑥働き方・男女共同参画

12

県内市町村比較

指定都市比較

子育てしやすい街比較

47.6 

46.4 

54.0 

45.1 

38.9 

通勤時間（家計

を主に支える

者、中位数）

女性労働力率

（20-44歳）

女性第３次産

業従事者割合

（20-44歳）

管理的職業従

事者に占める

女性の割合

くるみん認定

企業割合（資本

金５千万円を

超える企業数

比）

平均

相模原市

44.6 

48.7 

46.0 

42.5 

44.1 

通勤時間（家計

を主に支える

者、中位数）

女性労働力率

（20-44歳）

女性第３次産業

従事者割合

（20-44歳）

管理的職業従

事者に占める

女性の割合

くるみん認定企

業割合（資本金

５千万円を超え
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くるみん認定企

業割合（資本金

５千万円を超え

る企業数比）

政令市平均

相模原市

弱み

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について

※くるみん認定とは、
「子育てサポート企業」として厚生労働大臣

の認定を受けることができる制度



⑦経済・雇用

13
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男女別正規雇用

者比率（女性）

完全失業率

（20-44歳）

政令市平均

相模原市

47.2 

49.7 

53.3 

52.8 

49.6 

昼夜間人口比

課税対象所得

（納税義務者1人

当たり）

男女別正規雇用

者比率（男性）

男女別正規雇用

者比率（女性）

完全失業率

（20-44歳）

県下市町村平均

相模原市

43.5 

46.5 

49.2 

44.9 

46.9 

昼夜間人口比

課税対象所得

（納税義務者1人

当たり）

男女別正規雇用

者比率（男性）

男女別正規雇用

者比率（女性）

完全失業率

（20-44歳）

平均

相模原市

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について



○県内では第１子の出生率が高い。
○女性（25～39歳）の結婚している割合が高い。
○子育て支援サービスが充実している。

・障害児入所施設、児童発達支援センターの施設が充実している。
・認定こども園が充実している。
・待機児童数が少ない（令和4年4月1日時点で3人）。

○合計特殊出生率が低く、特に第２子の出生率が低い。
○「賑わい・生活環境」の偏差値が低い。

・小売り業事業所数など、各種事業所数が少ない。
・都市公園等の面積（人口比）が少ない。

○延べ面積100㎡以上の住宅の割合が低い。
○子供健全育成NPO数（0-17歳人口1万人あたり）が少ない。
○地域子育て支援拠点数（0-2歳人口1万人当たり）が少ない。
○働き方・男女共同参画の偏差値が低い。

・通勤時間が長い。
・女性労働力率（20-44歳）が低い。
・管理職の女性が少ない。
・市内にくるみん認定※を取得している企業がない。

○女性の正規雇用者の比率が低い。

本市の強み

14

本市の弱み

少子化対策地域評価ツール等を活用した分析について



「平成３０年度子ども・子育て支援に関するアンケート調査及びヒアリング調査報告書」から引用

・「理想的な子どもの人数」と「持つつもりの子どもの人数」にギャップがあり、
その理由として、経済的な負担を選択する方が約８割となっている。

理想

現実

市民アンケート等の分析について

15



平成２９年就業構造基本調査「妻の就業状態・仕事の主従，世帯所得，子供の数と在学状況，世帯の家族類型別世帯数−全国」から引用

割合で見ると

・世帯収入が高いほど、子どもの人数が多い傾向にある。
・年収900～999万円の世帯で初めて「２人」が「１人」を超える。
・子ども３人以上の世帯は世帯収入によらず、一定の割合となっている。

世帯収入と子どもの人数との因果関係
をさらに分析すると・・・

市民アンケート等の分析について

16



平成２９年就業構造基本調査「妻の就業状態・仕事の主従，世帯所得，子供の数と在学状況，世帯の家族類型別世帯数−全国」から引用

割合で見ると

・妻が有業者である場合、年収700～799万円の世帯で初めて「２人」が「１人」を超える。
・共働き世帯の方が世帯年収が低くても、子どもを２人持つ世帯の割合が多い。

市民アンケート等の分析について

17



平成２９年就業構造基本調査「妻の就業状態・仕事の主従，世帯所得，子供の数と在学状況，世帯の家族類型別世帯数−全国」から引用

割合で見ると

・妻が専業主婦である場合、年収1,500～1,999万円の世帯で初めて「２人」が「１人」を超える。
・妻が有業者である場合と比較すると、世帯年収800万円ほどのギャップがある。

市民アンケート等の分析について

18



・アンケート調査結果から母親の育休取得が４割以上である一方で、出産・育児のために離職している方が２割弱
となっている。
・父親の育休を取得した割合は５％にとどまっており、取得していない割合が８割以上となっている。

「平成３０年度子ども・子育て支援に関するアンケート調査及びヒアリング調査報告書」から引用

育児休業の取得状況を見ると・・・

市民アンケート等の分析について

19



・母親がパート等の就労世帯では、約半数がパート等の継続を希望している。
・一方で、パート等で就労している世帯でも３人に１人がフルタイムでの就労を希望している。

「平成３０年度子ども・子育て支援に関するアンケート調査及びヒアリング調査報告書」から引用

父親は回答数が少ないため、省略。

市民アンケート等の分析について

20



令和２年国勢調査 就業状態等基本集計から引用

・子どもが１人の場合に比べ、子どもが２人の方が妻の就労割合が全国値より低い。
・特に、若い世代の就労割合の低さが顕著になっている。
⇒若年層の女性就業率を上げる施策（働きながらでも希望する子どもを産み育てられる環境の整備）が効果的なのではないか？
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妻の就労割合（子どもが２人の場合）

全国就業 相模原就業
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妻の就労割合（子どもが１人の場合）

全国就業 相模原就業

子どもを２人持つことを望んでいる世帯の希望を実現するためには・・・

市民アンケート等の分析について

21



22

ワークライフバランスの推進

教育環境の向上
質の高い教育・保育

子育ての魅力向上

魅力的な子どもの遊び場の充実
子育て世帯が利用しやすい施設整備の促進

転入しやすい制度の構築

「食」に関する負担軽減
「住」に関する負担軽減

医療費の負担軽減
教育費の負担軽減

保留児童への対策
病児保育の充実

テレワーク環境の充実

地域とのつながりの醸成
3世代同居の促進

支援者の充実

相談窓口の周知啓発
相談しやすい体制の構築

相談体制の充実

住宅施策の充実 既存ストックの有効活用

子育て世帯の転入促進

出会いの場の創出

経済的な負担軽減

ワークライフバランスの推進

市内外へのPRの充実

心身の負担軽減 男性の育児参加促進

子育て施設の充実 子育て広場の充実

医療費負担の減少
休暇制度の導入

閲覧者数の増加 閲覧しやすい広報媒体の導入

不妊治療の充実

晩産化の是正 晩婚化の是正

若年層からの意識改革

「衣」に関する負担軽減

ファミサポ・ヘルパー等の利用促進

相談窓口の充実

育休制度等の充実

保育所・児童クラブの受け皿確保

合計特殊出生率の向上 世帯収入の増加

子育て費用の軽減

子どもの成長の実感

正規雇用者の増加

理想の子どもの数の実現

共働き環境の充実

子どもの成長の見える化

最終的アウトカム 中間的アウトカム 直接的アウトカム アウトプット

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル
を
用
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検
討
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男性は課題
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◆本市の子育て世帯の現状
・多くの市民が２～３人の子どもを持つことを理想としているものの、経済的な理由等により希望する子どもを持てて
いない。
・特に第２子の出生率が低いことから、第２子を生み育てやすい環境に課題があると考えられる。

◆本市の子育て環境
・待機児童数が少なく、幼児教育・保育の受け皿は充実している。
・一方で、都市公園等や地域子育て支援拠点の偏差値が低く、親子が気軽に集える環境を作り出すことが重要と考えら
れる。

◆市民の就労環境
・女性の正規雇用率や管理職の女性の割合が低く、女性が妊娠・出産や子育てを経験しても継続して働きやすい環境に
課題があると考えられる。
・子育てには、男性の育児参加が重要であるものの、男性の育児休業等の取得率が低く、従業員の子育て支援に取り組
む市内企業が少ない状況も見られることから、企業へのアプローチが必要であると考えられる。

◆今後のまちづくり
・まちの賑わいや生活環境については、偏差値が低い状況ではあるものの、今後に大規模な事業が予定されていること
から、橋本駅・相模原駅周辺のまちづくりや麻溝台・新磯野地区での企業誘致の取組等における「まちの賑わいや生活
環境」の向上については、本市の少子化対策としても期待が大きいことが考えられる。

25

分析結果のまとめ



取組の方向性

①子育てしやすい環境づくりを推進
・子どもの居場所づくり
・子育て世帯の負担軽減

など

26

②市内企業へのアプローチを実施
・育児休業等が取得しやすい環境づくり
・出産・子育てを経験しても離職することなく、就労できる環境づくり

など

少子化対策検討会議における取組の方向性について



月 取組内容

8
○市まち・ひと・しごと創生本部会議（本日）

９

・ワーキングで具体的な事業案及びパッケージ案を検討
・少子化対策検討会議（課長級）で事業パッケージ案を承認

１０
・市まち・ひと・しごと創生本部会議（事業パッケージを決定）

１１

１２

R5.1
・国へ地域再生計画を提出

２

３
・地域再生計画認定（３～４月）

今後のスケジュール

27

・内閣府への事前相談・調整を開始



1

雇用促進対策における課題整理と取組の方向性（中間報告）

働きたい人への
就労支援

就労の場の
拡大・確保

産業人材の
確保・育成

多様な働き方の
促進

就業者人口の増加

定住人口の増加まち・ひと・しごと
創生総合戦略における目標

検討会議で目指す
中間ゴール

アプローチ

方向性①

ＤＸ・ロボットによる労働環境改善

合同就職面接会の開催、就職に必要なスキル取得の支援、企業の労働環境改善に対する支
援など、業種特性に応じたマッチングを推進

方向性②

企業のニーズに応じた、デジタル化に関する人材・ノウハウの不足を補う支援により、企
業のデジタル化に向けた取組を加速化

市内企業の情報を掲載するサイトによる発信強化や企業の採用力強化につなげるための採
用活動のサイクルに合わせた支援

イノベーション創出環境の形成による人材の交流拠点づくりなど、将来の企業立地や多様
な働き方の推進のための環境を整備

求職者に対するデジタルツールを活用した就労支援策の一体的なＰＲ強化、企業に対する
支援情報の認知不足を補うため、ハローワークと連携した効果的な発信強化イメージ

イメージ

就労支援策の発信強化

方向性③

方向性④

方向性⑤

イメージ

イメージ

イメージ

人手不足業種のミスマッチ解消

企業の採用支援・発信強化

新たな働き方の創出に向けた取組

課

題

・求職者、企業双方が求めて
いる支援策の発信が不十分

・業種間における
有効求人倍率の偏り

・労働力人口の減少に対応す
るためのデジタル化の必要性

・若者や学生などが知りたい
企業情報の発信不足

・市内企業の多くが、人材
確保、育成に課題

・就業者の市外流出が顕著
・本市の特性に合わせた多様な

働き方の促進が必要



持続可能な中山間地域経営に向けた基礎調査（19,911,760円）

〇目的

本市の中山間地域の活用可能な資源の把握・分析等を通じ、戦略的な企業誘致や関係人口の創出に向けた施

策の検討により持続可能な中山間地域経営のための基礎資料とするもの。

〇業務内容

（１）津久井地域の活用可能な資源（産業、観光資源、脱炭素取組など）の把握・分析

ア 地場産品（柚子、佐野川茶、津久井在来大豆や組紐など）の産業化・市場化の可能性に係る分析

イ 地産地消に効果的な施設整備の可能性や集客見込みに係る分析

ウ 捕獲した有害鳥獣（鹿・猪）の先進的な有効活用方法

エ 市内森林の有効活用方法

（ア）市内森林を活用した取組の成長産業化の可能性に係る分析

（イ）J-クレジット制度の他、森林の活用に関する企業ニーズ調査

（２）市外企業のサテライトオフィス進出や起業者等の動向、取組、ニーズ調査

（３）（２）の調査に基づく、本市資源の磨き上げの方向性の検討

（４）戦略的な企業誘致のための方策（支援策、規制緩和、特区など）の提案

（５）本市中山間地域の将来像パターンの提案

（６）その他、持続可能な中山間地域経営に資するための提案

受注者：（株)日本能率協会総合研究所横浜事務所 契約期間：令和４年６月３０日から令和５年３月１７日まで

※印の項目については９月１６日までに
中間報告を受ける予定

※



中山間地域における課題整理と取組の方向性（中間報告）

①既存ストックの更なる活用
観光資源の磨き上げや、公共施設の転用による
ワークスペースの拡大 など

②森林対策・森林活用
「林業」といったビジネスだけでなく、地域や団体
等による森林活用の支援を通じた、森林活用面
積の拡大 など

③観光資源のビジネス活用
働き方の変化を的確に捉えた、観光資源におけ
るビジネス環境の拡充 など

④地場産業の存続、新たな産業の創出
地場産業を後世に残すための事業承継の支援や
起業を含めた産業の創出に向けた取組 など

主な検討課題

■人口減少・少子高齢化に対応した豊かなライフスタイルの実現
⇒・介護予防事業の送迎支援、福祉有償運送団体やボランティア団体の運行支援 ・相乗りタクシーの取組み支援 ・ドローンを活用した野生鳥獣の被害対策
・オンライン診療や訪問診療機能の充実 ・森ラボにおける高齢者向けスマホ講座及び地域活動の担い手確保支援

■既存ストックの活用、森林・農地の保全、新たなビジネスの創出
⇒・湖面活用（宮ケ瀬湖、相模湖、津久井湖） ・森ラボ活用の最大化（地域住民×移住者） ・山林を学ぶ環境（木育、林業者育成）
・林業以外での山林活用（木こり体験、コミュニティビジネス） ・多様なワーケーションの検討（産業×観光） ・事業承継支援（後継者マッチング）

■移住・定住の促進及び、交流・関係人口の創出・拡大
⇒・移住体験によるニーズ把握（移住体験モニター） ・ビジネスハイキングルート・サイクリングコースの設定、観光トイレの修繕、キャンプ場など地域資源のPR
・特色あるまちの風土づくり（里山や芸術のまち） ・戦略的な情報発信（ライフスタイル、ビジネススタイルそれぞれのターゲットの明確化）

■中山間地域における新たなビジネス拠点づくり
⇒・（仮称）リゾートオフィス構想の実現 ・森ラボにおける交流促進拠点としての機能充実

取組の方向性（案）

主な検討課題

①日常生活に必要な交通手段の確保
移動手段が不十分な高齢者などに対する買い物
や通院への移動支援 など

②鳥獣被害対策
野生鳥獣による生活被害・農作物被害､ヤマビル
・マダニ対策 など

③持続可能な医療提供体制の確保
通院困難な高齢者などに対応した医療提供体制
の確保 など

④児童・生徒の放課後の健全育成
放課後に児童・生徒が安心して過ごせる居場所
づくり など

中山間地域の目指す姿



 
令和４年度第１回 相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議 議事録 

                         令和４年８月２５日 
 
議題（１） 少子化対策検討会議における取組の方向性について 

  資料に基づき説明（説明者：総合政策・少子化対策担当部長） 
 

主な意見等 

〇（こども・若者未来局長）第２子の合計特殊出生率が弱みとあるが、平成３０年度の市民

アンケートの結果では第２子を持つ世帯が多かったと記憶している。これらについて分析

はしているか。また、２つの方向性は良いと思うが、今後の具体的事業の検討に当たって

は、職員の配置についても一緒に検討を進めていただきたい。 
→（総合政策・少子化対策担当部長）第２子の出生率については、今後、分析を深化させ

る中において確認していく。事業検討に際しての職員配置については、検討会議におい

ても課題提起されているため、今後、総務局とも調整しながら、検討を進めてまいりた

い。 
〇（危機管理局長）女性の就業率を上げることが課題とのことで、具体的な事業を検討する

に当たり、雇用促進対策及び中山間地域対策と重複する部分もあろうかと思われる。各検

討会議にあるワーキンググループでのやり取りも踏まえ、それぞれが目的を達成できるよ

うに、検討会議間での連携を進め、良い提案としてもらいたい。 
→（総合政策・少子化対策担当部長）現在も政策部門が各検討会議に属することで、調整

を図っている。また、少子化対策検討会議に産業・雇用対策課が参加していただいてい

る。ご指摘のとおり、共通課題もあろうと認識しているので、引き続き、連携して取り

組んでまいりたい。 
〇（市民局長）ひとり親家庭に対する施策と夫婦に対する施策など、家族構成によって必要

な施策も変わるだろうが、どのように分析しているのか。また、女性の働き方という点に

おいては、男女共同参画という視点で、市民局も関わるところなので、当局や環境経済局

とも連携した取組をお願いしたい。 
→（総合政策・少子化対策担当部長）家族構成の違いによる施策ついて、分析ツールに個

別の指標があるわけではないため、現時点では分析はできていない。今後、掘り下げて

分析してまいりたい。男女共同参画という視点について、当該ツール作成に携わった専

門家に話を伺ったところ、「男性の育児参加が重要。“チーム子育て”で取り組んでいく

ことが肝要である」と助言をいただいている。具体的な事業の検討に際しては、そのよ

うな視点も踏まえて検討してまいりたい。 
〇（環境経済局長）市民アンケートによれば、理想とする子どもの数より現実の子どもの人

数が少ない理由は、経済的理由が大半とのことだが、働きたいが働けない理由について分

析はしているか。 
→（総合政策・少子化対策担当部長）現時点では、そこまでの分析は出来ていない。働き

たいが働けない原因には、様々な理由があろうかと思われる。現在、分析中の段階では

あるが、別にアンケートを実施しており、その集計を見ている中では、子どもを預ける

ところがないという意見が多いと感じている。今後、雇用促進対策検討会議とも連携し

て検討を進めてまいりたい。 
〇（鈴木副本部長）出生数について、令和元年で 4,600 人程度とあるが、以前は、一学年

6,000 人程度であった。少なくとも令和６年以降の小学生は２割以上も減少するというこ

とで、危機的に大きく構造変化していることが明らかである。こうした資料は教育局でも

保有しているので、参考にしていただきたい。 
〇（市長公室長）取組の方向性について２点掲げているが、「市内企業へのアプロ―チを実

施」としている部分について、これは取組そのものであるため、「市内企業等における仕



事と子育ての両立促進」と修正するのはいかがか。また、分析結果において、賑わいと生

活環境の分野が他市よりも弱いとのことであったことから、本市の魅力を向上させる取組

が重要だろうと思われる。将来的な話かもしれないが、住みたい、住み続けたいと思われ

るような街の環境づくりということで、商店街の活性化など、定住促進につながる観点を

含めても良いのではないか。 
〇（本部長）ひとり親世帯への対応や働きたいが働けない理由に関する指摘など、様々な意

見があった。分析をより深化させつつ、今後の取組の方向性として、強みを伸ばすのか、

もしくは弱みを補うのか、どちらに力をいれるのか。また、分析の中で、都市公園や地域

子育て支援拠点数が少ないとあったが、都市公園は環境経済局、地域子育て支援拠点はこ

ども・若者未来局の所管なので、連携した事業検討をお願いしたい。 
→（総合政策・少子化対策担当部長）短期的、中長期的な取組に分かれていくことになろ

うと想定している。今後、各局と連携しながら、弱みを補いつつ、強みを発信してまい

りたい。 
〇（本部長）流山市の視察などを踏まえ、メインターゲットをはっきりすることが重要と考

えている。流山市の取組例は非常に参考になる。短期、中期、長期的な視点を踏まえ、検

討を進めていただきたい。また、来年度予算にも反映していけるよう対応いただきたい。 
○（隠田副本部長）検討会議の報告を受け、今後、取組の方向性に従って、具体的な事業を

全庁的に連携しながら検討していきたいとの提案であるが、いかがか。 
○（隠田副本部長）異論は無いようなので、議題について承認する。このまま進めていただ

きたい。 
 

 
議題（２） 雇用促進対策検討会議におけるこれまでの検討状況について 

資料に基づき説明（説明者：産業・雇用対策課長） 
 

議題（３） 中山間地域対策検討会議におけるこれまでの検討状況について 

資料に基づき説明（説明者：基地対策・中山間地域対策担当部長） 
     ※議題２及び議題３は中間報告であるため、連続して説明。 
 
主な意見等 

〇（財政局長）議題（１）にも関わることだが、先ほど、人員配置について意見があった。

財源についても、なるべく早めに財政部門とも調整、相談をしていただきたい。 
〇（森副本部長）少子化対策においては、世帯収入を増やすということが大きな軸になると

思われる。これまでサービスを量的に考えてきたが、質的な変化をしなければ魅力ある街

に見えてこない。また、利便性をどう高めるかという視点で、例えば、通勤時に使用する

駅に子どもを預ける環境が整えば、居住の場として本市を選んでいただけるという可能性

もあろうと思われるので、そのような視点も踏まえながら検討してもらいたい。また、中

山間地域対策については、周辺地域との連携と相互の共存を考えていくことが重要と思わ

れる。それぞれの地域の生活圏域をしっかり見据えた上で、対策を検討してもらいたい。 
○（隠田副本部長）世帯収入を上げることは重要なポイントである。雇用促進対策の方向性

は良いと思うが、市内企業の賃金がどのような状況か、育児休業制度はどうなっているか、

女性の登用がどうなっているかなど、弱みとして出ている部分については、詳細な分析が

必要と思われる。本当に弱みであるならば、そこに働きかけていく対策が必要であるため、

各検討会議で連携しながら検討を進めていただきたい。 
 
 

以 上  

 

 


